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（注１） 国家公務員の平均給与月額は、俸給及び諸手当（扶養手当、俸給の特別調整額、本府省業務調

整手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、寒冷地手当、特地勤務手当等）の合計であり、団体

Ａの平均給与月額は、国家公務員のそれに相当する給与種目の合計額である。

（注２） 地域手当補正後とは、団体Ａ・行政職㈠の平均給月額を、地域手当の支給割合が国家公務員・

行政職㈠の地域手当の平均支給割合（推計値）となるように補正したものであることを示す。

※１ 国家公務員の学歴別職員構成比は、次のとおりである。

大学卒 45.7% 、 短大卒 9.4% 、 高校卒 44.8% 、 中学卒 0.1%

※２ 団体Ａの学歴別職員構成比は、次のとおりである。

大学卒 59.5% 、 短大卒 10.6% 、 高校卒 29.5% 、 中学卒 0.4%

※３ 国の行政職㈠は10級制、団体Ａの一般行政職は９級制である。

※４ 団体Ａの給与月額は、独自の給与削減措置前のものである
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